
国立環境研究所 気候変動適応センター
気候変動適応戦略研究室 岡 和孝

気候変動・気候危機に対処するための施策・ファイナンス・情報基盤
～国会「気候非常事態宣言」決議を受けて～

第2回：気候変動の悪影響を防ぐための適応策推進と日本
2021年2月26日＠ZOOM

気候変動による影響と適応策の
情報プラットフォーム
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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3出典： 気象庁HP：世界の年平均気温， http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向

※基準値は1981〜2010年の30年平均値

2000年までは，米国海洋大気庁（NOAA）が世界の気候変動の監視に供するために整備したGHCN（Global Historical 
Climatology Network）データすべてを使用しています（使用地点数は月により異なり，約300～3900地点）．
2001年以降については，気象庁に入電した月気候気象通報（CLIMAT報）のデータをすべて使用しています（使用地
点数は月により異なり，約1000～1300地点）．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（世界）
 世界全体における気温の変化
• 統計開始（1891年）以降，最も暑い年は2016年及び2020年．

 年平均気温は100年あたり
約0.75℃の割合で上昇

 特に2010年以降，高温と
なる年が頻出

世界全体で暑かった年
①2020年（+0.45℃）
①2016年（+0.45℃）
③2019年（+0.43℃）
⑤2015年（+0.42℃）
⑤2017年（+0.38℃）



4出典： 気象庁「気候変動監視レポート2019」http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（世界）
 2019年の主な異常気象・気象災害



5
出典： 環境省「STOP地球温暖化2015」

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（世界）
• ここ数十年の気候変
動は，人間の生活や
自然の生態系にさま
ざまな影響を与えてい
る．

• 温暖化が進むと，さ
まざまな気候変動リス
クがさらに高まるとされ
ている.



 グローバルリスク2020：高まる気候変動リスクの認識
• 気候変動の緩和・適応の失敗は影響の大きいリスクの第1位，発生確率の高いリスク
の第2位に，異常気象は発生確率の高いリスクの第1位に．

• 発生確率の高いリスクの上位5位は，すべて環境分野が占める結果となった．
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（世界）



7出典：気象庁HP 日本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

 年平均気温は100年あたり
約1.26℃の割合で上昇

 特に1990年以降，高温と
なる年が頻出

日本で暑かった年
①2020年（+0.95℃）
②2019年（+0.92℃）
③2016年（+0.88℃）
④1990年（+0.78℃）
⑤2004年（+0.77℃）

観測地点15地点；網走，根室，寿都，山形，石巻，伏木，飯田，銚子，境，浜田，彦根，宮崎，多度津，名瀬，石垣島
長期間にわたって観測を継続している気象観測所の中から，都市化による影響が比較的少なく，また，特定の地域に
偏らないように選定

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（日本）
 日本における気温の変化
• 統計開始（1891年）以降，最も暑い年は2020年．
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熱中症による救急搬送人員数の経年変化
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※

※2011-2014年は5月の調査データなし

※

※

※

2018年: 95,137人
東・西日本で記録的な高温

出典：下記資料を基に国立環境研究所が作成．
総務省消防庁「平成29 年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke001_houdou_01.pdf
総務省消防庁「平成30 年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke003_houdou01.pdf
総務省消防庁「2019年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/items/heatstroke_geppou_2019.pdf

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（日本）
 全国における熱中症搬送者数の増加
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9出典： 気象庁 気候変動監視レポート2019 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/2019/pdf/ccmr2019_all.pdf

• 日降水量100mm以上の日数
は，1901～2019年の119年
間でともに増加している．

• 日降水量1.0mm以上の日数は
減少している．

棒グラフ（緑）は各年の年間日数の合計を有効地点数の合計で割った値（1地点あたり
の年間日数）を示す．太線（青）は5年移動平均値，直線（赤）は長期変化傾向（この期間
の平均的な変化傾向）を示す．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（日本）
 日本における雨の降り方の変化



平成30年6月28日～7月8日
平成30年7月豪雨
（前線及び台風第7号による大雨等）
西日本を中心に全国的に拾い範囲で
記録的な大雨

平成30年2月3日～2月8日
強い冬型の気圧配置による大雪
北陸地方の平野部を中心に日本海側
で大雪

平成30年9月28日～10月1日
台風第24号による暴風・高潮等
南西諸島及び西日本・東日本の太平洋側
を中心に暴風．紀伊半島などで顕著な高
潮．

平成30年9月3日～5日
台風第21号による暴風・高潮等
西日本から北日本にかけて暴風．特に
四国や近畿地方で顕著な高潮．

平成30年1月22日～1月27日
南岸低気圧及び強い冬型の気
圧配置による大雪・暴風雪等
関東甲信地方や東北太平洋側の平野
部で大雪．日本海側を中心に暴風雪．

令和元年10月24日～10月26日
低気圧等による大雨
千葉県と福島県で記録的な大雨．

令和元年10月10日～10月13日
令和元年東日本台風（台風第19
号）による大雨，暴風等
記録的な大雨，暴風，高波，高潮．

令和元年8月26日～8月29日
前線による大雨
九州北部地方を中心に記録的な大雨．

平成29年6月30日～7月10日
梅雨前線及び台風第３号による大
雨と暴風
※平成29年7月九州北部豪雨
（7月5日～7月6日）
西日本から東日本を中心に大雨．
5日から6日にかけて西日本で記録的
な大雨．

平成29年9月13日～9月18日
台風第18号及び前線による大雨・
暴風等
南西諸島や西日本，北海道を中心に
大雨や暴風となった．

平成29年10月21日～10月23日
台風第21号及び前線による大雨・暴風等
西日本から東日本，東北地方の広い範囲で大
雨．全国的に暴風．

出典：気象庁「災害をもたらした気象事例（平成元年～本年）」https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html

令和2年
平成31年/令和元年
平成30年
平成29年

令和２年7月3日～7月31日
令和2年7月豪雨
西日本から東日本，東北地方の広い
範囲で大雨．4日から7日にかけて九州
で記録的な大雨．球磨川など大河川で
の氾濫が相次いだ．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響（日本）
 近年の日本で災害をもたらした気象事象
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11

RCP2.6

RCP8.5

RCP2.6（厳しく温暖化対策を実施）
RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）

2.6-4.8℃

0.3-1.7℃

1986-2005年の平均値
を基準（0℃）

出典： http://www.jccca.org/ipcc/ar5/wg1.html を改編

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響
 将来の温室効果ガス濃度（RCPシナリオ）

http://www.jccca.org/ipcc/ar5/wg1.html


12
出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」
http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

熱中症搬送者数は増加傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：1.79倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：4.45倍

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

全国における熱中症搬送者数（人）

年 平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

期間 5/1-9/30

全国 55,852 50,412 52,984 95,137 71,317

※https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post1.html

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響
 様々な分野における将来予測
される影響（MIROC5）
（基準期間1981-2000年との比）



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1. 迫りくる気候変動の影響

1313出典：環境省資料13



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 気候変動と適応策
 気候変動に対する２つの対策

出典： 温暖化から日本を守る 適応への挑戦，2012
14



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 気候変動と適応策
 適応策の事例
 気候変動による気温上昇

 影響を低減する適応策の例

15出典： STOP THE 温暖化 2005

着色不良
の心配がない
黄緑色系品種
の導入

出典： STOP THE 温暖化 2017



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

2. 気候変動と適応策

将来のゲートの規模を考慮した
門柱の高さ

施設の整備にあたっては，設計段階で幅を持った外力を想定し，改造等が容易な構造
形式の選定や，追加的な補強が困難な基礎部等をあらかじめ増強しておくなど，外力の
増大に柔軟に追随できるような設計が重要

海面水位上昇に対する水門設計での対応イメージ

計画高潮位
計画高水位

ゲートの規模が変わることに伴う巻き上
げ機等の改造

ゲートの規模が変わることに伴う
ゲート等の改造

海側 河川側
海面水位の上昇

【将来対応】

【あらかじめ対応】

【あらかじめ対応】【将来対応】

将来のゲートの規模を考慮し
た基礎

出典：愛知県HP日光川水閘門改築事業についてを改編
http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kasen/0000032918.html 16



平成30年6月13日公布
平成30年12月1日施行

国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、適応を推進する気候変動適応計画を策定。把握・評価手法を開発。
気候変動影響評価（おおむね５年ごと）して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

情報基盤の中核としての国立環境研究所

各分野において、
信頼できるきめ細かな情報に基づく

効果的な適応策の推進

農
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生
活

４．適応の国際展開等

国際協力の推進。
事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

地方自治体に、適応計画策定の努力義務。

情報収集・提供等を行う地域気候変動適応セ
ンターを確保。

広域協議会を組織し、国と地方自治体等連携

「気候変動適応情報プラットフォーム」

砂浜消失率の将来

自治体情報

適応策情報

ビジネス情報

予測情報
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【環境省作成資料を基に改編】

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 気候変動適応法



【環境省作成資料より】

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 気候変動適応法
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計26センター

民間の機関

地方公共団体（庁内横断組織等）

地方環境研究所
大学

環境部局と地方環境研究所

那須塩原市

川崎市

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

3. 気候変動適応法
気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況
(2021年2月22日現在)
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気候変動適応センターの機能

国内研究機関との連携等による適応研究・事業推進
関係機関・事業体・個人等との間での影響・適応等情報収集・分析・提供機能
（情報基盤：A-PLAT）
地域気候変動適応センターとの事業の連携
地方公共団体適応推進のための技術的助言や援助
人材育成やアウトリーチによる適応施策支援
アジア地域等国際的な貢献（AP-PLAT)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研・気候変動適応センター
 気候変動適応センター設立（2018年12月1日）



国の調査研究機関

大学，
地域の研究機関等

大学

地域の
研究機関等

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析
調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり，情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて，気候変動適応策の推進に貢献
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

4. 国環研・気候変動適応センター



Asia-Pacific countries

• AP-PLATは，科学的知見に基づいたアジア太平洋地域の途上国における適
応計画の策定・実施を支援するための情報基盤．2019年6月に正式に公開．

• AP-PLATが担う３つの主な機能
1. 情報基盤整備：気候変動や影響予測に関する科学的データの提供
2. 支援ツール：簡易モデル，リスクマップ，優良事例等による適応支援
3. 人材育成：関係者との協働でのデータセット開発，専門家派遣

MOEJ Bilateral 
Projects

Adaptation 
Business
National 

Adaptation 
Plan

Climate Risk Information

Scientific 
knowledge

Information/tools on
contribution
via AP-PLAT

Adaptation Planning

Implementation

Capacity Building

https://ap-plat.nies.go.jp/

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

22
AP-PLAT立ち上げ表明式（2019年6月16日，長野県）



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

24
https://ap-plat.nies.go.jp/



• 気温（環境省S-10 より）

 気候影響ビューワー

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

25https://a-plat.nies.go.jp/ap-plat/asia_pacific/index.html



 適応計画(NAPs/NDCs)  ガイドライン

26

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

26https://ap-plat.nies.go.jp/plan_implementation/plans/index.html https://ap-plat.nies.go.jp/tools_guidelines/guidelines/index.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

27

 NDCで示された各国の脆弱分野

https://ap-plat.nies.go.jp/plan_implementation/plans/index.html
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 適応資金  情報開示とSDGs

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

28https://ap-plat.nies.go.jp/adaptation_business/index.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

5.アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）

29

 世界の適応ニュース

https://ap-plat.nies.go.jp/plan_implementation/plans/index.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
• 国の適応計画における基本戦略「気候リスク情報等の共有と提供を通じた理解
と協力の促進」を進める中核的な取組として，2016年8月に関係府省庁が連
携して気候変動適応情報プラットフォームを設置（事務局：国環研）．

• 地方公共団体，事業者，国民などの各主体の適応の取組を支える情報基盤
として，利用者ニーズに応じた情報の提供，適応の行動を支援するツールの開
発・提供，優良事例の収集・整理・提供などを実施．

「気候変動適応情報プラットフォーム」
ポータルサイトの主なコンテンツ 政府の適応計画

研究調査結果の紹介など

適応に関する基礎知識な
どを紹介しています

「気候リスク管理」と
「適応ビジネス」に取り
組む事業者の取組事例を
紹介します

適応計画の策定・実施に
役立つ情報を提供

地方公共団体の適応

政府の取組

事業者の適応

個人の適応

30https://adaptation-platform.nies.go.jp/



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

6. まとめ
• 気候変動によるある程度の影響が避けられない状況に．
• 温室効果ガスを削減するための対策（緩和策）に加えて，生じる影響に備える
ための対策（適応策）が重要に．

• 気候変動適応法が施行（平成30年12月1日）．

• 国環研に気候変動適応センター（CCCA）が設置（平成30年12月1日）．
• CCCAにおいて適応策推進のための様々な取組を実施．
 情報基盤整備
 アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）
 気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
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